
基準値 目標 達成

年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

- 88 77 94 89 97 80

80 80 80 80 80

基準値 目標値 達成

16年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

－ 18 22 15 12 17 14

14 14 14 12 14

基準値 目標 達成

年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 32年度

- 114 132 155 175 184 200

80 100 120 140 160

基準 目標 達成

年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 44年度

参加者追
跡率（９
７％）

参加者追
跡率（９
６％）

参加者追
跡率（９
６％）

金属類等
の化学分
析の実施

有機フッ素
化合物類
等の化学
分析の実
施

事業成果の情
報発信及びフェ
ノール類化合
物類等の化学
分析の実施

- -

参加者の
フォロー
アップ及
び化学分
析の進捗

参加者の
フォロー

アップ及び
化学分析
の進捗

参加者に調
査を継続い
ただくための
取組及び化
学分析の進

捗

測定指標

年度ごとの目標

○

年度ごとの目標値

施策の進捗状況（実績）

追跡調査
の実施及
び詳細調
査、化学
分析の開

始

追跡調
査、詳細
調査及び
化学分析
の実施

施策の進捗状況（実績）

○

○

平成３０年度実施施策に係る政策評価書
（環境省３０－㉙）

施策名 目標６－１　環境リスクの評価

施策の概要 化学物質による人の健康や生態系に対する環境リスクを体系的に評価

達成すべき目標

①一般環境中の化学物質の残留状況を調査し、基礎資料として施策の策定に活用する。
②化学物質の環境リスク初期評価調査を実施し、環境を経由した化学物質による影響の未然防止を図る。
③化学物質の内分泌系かく乱作用について調査研究を実施し、各化学物質が人の健康や生態系に及ぼす影響について
明らかにし、リスク評価を実施する。
④子どもの健康と環境に関する全国調査を実施し、次世代育成に係る健やかな環境の実現を図る。

施策の予算額・執行額
等

区分 28年度 29年度 30年度 31年度

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a） 5,061 5,065 5,631 6,581

補正予算（b） 1,302 866 - -

繰越し等（c） - - -

合計（a＋b＋c） 6,363 5,931 -

執行額（百万円） 6,075 5,839 -

施策に関係する内閣の
重要政策（施政方針演
説等のうち主なもの）

①化学物質環境実態調査を
行った物質・媒体数

年度ごとの目標値

③内分泌かく乱作用に関し
て、文献等を踏まえ評価対
象として選定した物質数（累

積）

評
価
結
果

目標達成（各行政機関共通区分）

（判断根拠）

①化学物質環境実態調査では、平成30年度に97物質・媒体について調査を実施したことを
はじめ、直近5年間の実績値（平均値）が目標値を上回っている。
②環境リスク初期評価のための基礎情報の収集・検討作業を推進し、17物質について環境
リスク初期評価を取りまとめ、公表し、目標を達成した。
③化学物質の内分泌かく乱作用については、文献調査等を踏まえた評価対象物質の選定
数について、平成28年6月に「化学物質の内分泌かく乱作用に関する今後の対応―
EXTEND2016 ―」（EXTEND2016）で設定した目標を達成した。
④フォローアップ状況を示す指標である追跡率を高値で維持できており、また、化学物質の
分析も進捗しており、目標を達成した。

目標達成度合いの
測定結果

④子どもの健康と環境に関
する全国調査の進捗状況

全国10万
人のデータ
解析を行
い、健康と
環境の関
連性を明ら
かにする。

施策の進捗状況（実績）

②環境リスク初期評価
実施物質数

実績値

○

年度ごとの目標値

-

別紙２



施策の分析

令和元年6月

政策評価を行う過程に
おいて使用した資料そ
の他の情報

①平成30年度化学物質環境実態調査の進捗状況（中央環境審議会環境保健部会化学物質評価専門委員会（第24回）資
料２－３）
②化学物質の環境リスク評価（第17巻）
③「化学物質の内分泌かく乱作用に関する今後の対応－EXTEND2016」に基づく取組について（中央環境審議会環境保
健部会(第39回)資料６）
④参加者ステータス集計表（コアセンター作成）、エコチル調査の進捗状況（平成30年度第1回エコチル調査企画評価委員
会資料３）

果

担当部局名
環境保健部
環境安全課

環境リスク評価室

　作成責任者名
　 （※記入は任意）

環境安全課長
瀬川 恵子

環境リスク評価
室長　山本 英紀

政策評価実施時期

学識経験を有する者の
知見の活用

①化学物質環境実態調査については、中央環境審議会環境保健部会化学物質評価専門委員会において専門的な検討
をいただいているところ。
②環境リスク初期評価に関しては、中央環境審議会環境保健部会化学物質評価専門委員会において専門的な検討をい
ただいているところ。
③化学物質の内分泌かく乱作用に関する検討会において専門的な検討をいただいているところ。
④エコチル調査企画評価委員会等において、本調査の企画、実施内容の評価及び本調査の成果を国際貢献につなげる
ための国際連携の方向性等について、検討を行っていただき、今後の調査実施に反映している。

次期目標等への
反映の方向性



基準値 目標値 達成

年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 32年度

- 131 73 25 134 151 517

40 40 40 40 75

基準値 目標値

年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 32年度

試験法
の調査・

検討

調査・
検討

試験法案
の作成

試験法の比
較検討

試験法の比
較検討

試験法案
の検証

標準化
のため

のデータ
提供

－
試験法案
の作成

課題抽出、
試験法案の

検討

課題への対
応の検討、
試験法案の

改善

課題への
対応、試験
法案の検

証

基準 目標 達成

年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 年度

- 383,713 375,384 375,924 387,101 集計中 -

- - - - -

基準 目標 達成

年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

- 27 24 23 17 20 23

28 27 24 27 24

基準 目標 達成

年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 年度

- 3522 3389 3610 3218 3267

3000 3000 3000

調査計画の
見直しのた
めの検討を
実施

3000

○

施策の進捗状況（実績）

実績値

○

④化学物質アドバイ
ザーの派遣数

施策の進捗状況（実績）

×

年度ごとの目標

②有害性評価困難な
化学物質の試験法の
開発を実施及び国際
機関に対する試験法
標準化のためのデー
タ提供

実績値

○

年度ごとの目標値

693 717 -

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

測定指標

①化審法に基づくスク
リーニング評価におい
て生態毒性に関する
有害性クラスを付与し
た物質数

年度ごとの目標値

⑤化学物質の人への
ばく露量モニタリング
調査で得られた生体
試料（血液・尿）の化
学物質分析データ数

年度ごとの目標

繰越し等（c） - - -

合計（a＋b＋c） 709 765 -

執行額（百万円）

709 765 826 865
補正予算（b） - - - -

達成すべき目標

①化審法に基づき、段階的なリスク評価を実施し、化学物質のリスク管理の推進を図る。②有害性評価が困
難な物質の評価方法の検討を進める。③化管法のＰＲＴＲ制度に基づき、事業者による自主的な化学物質管
理を促進するとともに、④対象物質の排出状況等に関する国民の理解を深める。⑤人の血液・尿のモニタリン
グにより、日本人の体内中の化学物質の蓄積状況を継続的に把握し、環境リスク評価、化学物質管理のため
の基礎情報を得る。

施策の予算額・執行
額等

区分 28年度 29年度 30年度 3１年度

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a）

③ＰＲＴＲ対象物質の
環境への総届出排出
量・移動量（ﾄﾝ）の把
握

施策の進捗状況（実績）

○

年度ごとの目標

平成３０年度実施施策に係る政策評価書
（環境省３０－㉚）

施策名 目標６－２　環境リスクの管理

施策の概要

化学物質審査規制法（以下「化審法」という。）に基づく、化学物質のリスク評価を着実に進めるとともに、化学
物質排出把握管理促進法（以下「化管法」という。）に基づき、ＰＲＴＲデータを円滑に集計・公表し、活用するこ
とにより、環境リスクを管理し、人の健康の保護及び生態系の保全を図る。また、環境から人体に取り込まれ
て健康に影響を及ぼす可能性のある化学物質については、血液・尿のモニタリングにより、人体へのばく露量
を継続的に把握する。さらに、化学物質の環境リスクに係る国民の理解を深める。

別紙２



施策の分析

（判断根拠）

①平成30年度に化審法に基づくスクリーニング評価において生態毒性に関する有害性クラ
スを付与した物質数は年度ごとの目標値の75物質を上回っていないる。平成30年度までの
累積実績値は634物質であり、平成26年度からの各年度の目標値の累積値である275物質
を上回っている。
②平成30年度には、ヨコエビ試験法のOECDテストガイドライン化に向けた試験法案の検証
を行った。ヨコエビ試験法の有効性に関する一定の結果が得られ目標を達成している。
③ＰＲＴＲ制度については、事業者による化学物質の自主的な管理の改善の促進と環境汚
染の未然防止に向けた集計・公表を着実に実施しており、対象物質の環境への排出量・移
動量は長期的には減少傾向にある。一方で、近年では前年度比で排出量・移動量が増加し
た年もあることから、引き続き取組を継続していく必要がある。
④化学物質アドバイザーについては、地域のリスクコミュニケーションの促進を支援する観点
から本制度の周知に努めており平成29年度に比べ派遣者数は増加したものの、目標とする
派遣数を達成していない。
⑤化学物質の人へのばく露量モニタリング調査については、平成30年度に得られた生体試
料（血液・尿）の化学物質分析データ数は3267であり、目標を達成している。

学識経験を有する者
の知見の活用

①厚生労働省、経済産業省及び環境省の合同審議会（ 食品衛生審議会薬事分科会化学物質安全対策部会
科学部室調査会、化学物質審議会安全対策部会、中央環境審議会環境保健部会化学物質小委委員会） に
おいて、有識者の審議を踏まえて生態毒性に関する有害性クラスを付与している。
②試験結果の比較検討は、国立環境研究所等の有識者の知見を踏まえて行っている。
③平成30年度に環境省、経済産業省合同で「化管法施行状況検討会」を設置し、有識者を招いて見直しに係
る検討（全３回）を実施し、見直しの論点、方向性の考え方について検討会報告書としてとりまとめた。
④化学物質の人へのばく露量モニタリング調査については、専門家による検討会を設置し、調査設計の検討
やデータの分析評価等を実施している。

相当程度進展あり（各行政機関共通区分）

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

③化学物質排出把握管理促進法の見直しに関する検討会報告書

評
価
結
果

目標達成度合い
の

測定結果

次期目標等への
反映の方向性

担当部局名
環境安全課

環境リスク評価室
化学物質審査室

　作成責任者名
　 （※記入は任意）

環境安全課長
瀬川 恵子

環境リスク評価室長
山本 英紀

化学物質審査室長
東 利博

政策評価実施時期 令和元年6月



基準値 目標値 達成

年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

15 16 16 14 20 16

12 12 12 16 16

基準 目標 達成

年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 32年度

－ 0 2 4 5 10

0 2 4 6

基準 目標 達成

年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 32年度

160 180 177 150 172 177

－ － － － -

施策の分析

達成すべき目標

化学物質関連条約に関する施策を推進するとともに、ＯＥＣＤ、ＵＮＥＰ等の国際機関との連
携を図り、化学物質による環境リスクを低減させる。また、我が国の汚染状況をモニタリング
すると共に、東アジア地域を対象とした化学物質対策に係る国際協力により、有害化学物質
による地球規模の環境汚染を防止する。

施策の予算額・執行額等

平成３０年度実施施策に係る政策評価書
（環境省３０－㉛）

施策名 目標６－３　国際協調による取組

施策の概要

化学物質関係の各条約（ＰＯＰｓ条約（残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約）、Ｐ
ＩＣ条約（国際貿易の対象となる特定の有害な化学物質及び駆除剤についての事前のかつ情
報に基づく同意の手続に関するロッテルダム条約）、水銀に関する水俣条約に関連する国内
施策を推進するとともに、ＯＥＣＤ、ＵＮＥＰ等の国際機関との連携及び諸外国との国際協力を
図り、化学物質による地球規模の環境汚染を防止する。

区分 28年度 29年度 30年度 31年度

予算の
状況

（百万円）

当初予算（a） 604527

合計（a＋b＋c） 603

執行額（百万円） -

補正予算（b） -1

繰越し等（c）

-4

-

-1

558466

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

①POPs条約対応のため残
留状況を測定した物質数

（候補物質も含む。）

測定指標

年度ごとの目標値

②途上国等の水銀対策に
係るプロジェクトを形成･支

援した数（累積）

年度ごとの目標

実績値

○

×

評
価
結
果

（判断根拠）

①POPs条約の有効性評価に資するため、モニタリング調査を実施
したPOPs条約対象物質及び候補物質数の実績値（直近５年間の平
均値）が、選定要件より設定した目標値を上回っている。
②水銀対策について、米国環境保護庁が主導しているアジア太平
洋水銀モニタリングネットワーク（APMMN）の実施を支援した。その
他の案件形成も進んでいるが、途上国側の準備遅れのため、計上
は次年度以降となる見込み。
③化審法、化管法等においてリスクが懸念されている物質につい
て、GHS（Globally Harmonized System of Classification and
Labelling of Chemicals; 化学品の分類および表示に関する世界調
和システム）に基づく環境危険有害性の分類を着実に実施した。

目標達成度合いの
測定結果

次期目標等への
反映の方向性

施策の進捗状況（実績）

③GHSに基づく環境有害危
険性分類を実施した分類物
質数（再分類を含む）

施策の進捗状況（実績）

-

年度ごとの目標

（各行政機関共通区分） 相当程度進展あり

526

769

-

-

740

-

-

別紙２



令和元年6月

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

①「化学物質環境実態調査のあり方について」（中央環境審議会環境保健部会化学物質評
価専門委員会（第15回）資料２－６）
平成30年度化学物質環境実態調査の進捗状況（中央環境審議会環境保健部会化学物質評
価専門委員会（第24回）資料２－３）

学識経験を有する者の知
見の活用

①POPs条約対応のため、「POPｓモニタリング検討会」、「新規POPs等研究会」を実施し、そ
の検討結果を取組に反映させている。
①SAICM国内実施計画に基づき、「化学物質と環境に関する政策対話」を実施し、学識経験
者、市民、事業者、行政学識経験者等の様々な主体による意見交換を行っている。
②水銀に関する水俣条約については、水銀モニタリングに関する国内検討会を通して、条約
の効果的な実施に向けた知見のインプットを行っているほか、途上国向けのワークショップに
おいて有識者による講義を取り入れている。
③GHS分類に関して、毎年国連で開催されているGHSに関する会合に参加した学識経験者
から最新の情報を入手し、取組に反映させている。

担当部局名
環境安全課・環境保
健企画管理課水銀

対策推進室

　作成責任者名
　 （※記入は任意）

環境安全課長
瀬川 恵子

水銀対策推進
室長　須田　恵理子

政策評価実施時期



基準値 目標値 達成

年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 年度

3 5 6 10 5 -

- - - - -

基準 目標 達成

年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 年度

149 149 147 147 145 -

- - - - -

施策の分析

担当部局名 環境リスク評価室
　作成責任者名
　 （※記入は任意）

環境リスク評価室
室長　山本 英紀

政策評価実施時期 令和元年6月

学識経験を有する者の知
見の活用

・「国内における毒ガス弾等に関する総合調査検討会」及び「ジフェニルアルシン酸に係る健康影響等に
ついての臨床検討会」において、今後の方向性等について評価をいただいたところ。

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

「ジフェニルアルシン酸(DPAA)等のリスク評価第4次報告書」（神栖市緊急措置事業）

評
価
結
果

目標達成度合いの
測定結果

（各行政機関共通区分） 目標達成

（判断根拠）

・Ａ事案区域における環境調査等件数：地権者からの要望に基づき
適切に環境調査等を実施し、国内における毒ガス弾等による被害
の未然防止を図った。
・医療手帳交付件数（茨城県神栖市における緊急措置事業）：茨城
県神栖市において、有機ヒ素化合物であるジフェニルアルシン酸に
起因すると考えられる健康影響については、その健康不安の解消
等に資することを目的として、緊急措置事業を実施した。

次期目標等への
反映の方向性

年度ごとの目標

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

-

測定指標

１　Ａ事案区域等における
環境調査等件数

実績値

-

年度ごとの目標値

２　医療手帳交付件数（茨
城県神栖市における緊急
措置事業）

施策の進捗状況（実績）

-

合計（a＋b＋c） 531 481 467

執行額（百万円） 400 390 375

補正予算（b） - - - -

繰越し等（c） - - -

区分 28年度 30年度 31年度

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a） 531 481 467 632

29年度

平成３０年度実施施策に係る政策評価書
（環境省３０－㉜）

施策名 目標６－４　国内における毒ガス弾等対策

施策の概要 平成15年の閣議決定等に基づき、国内における毒ガス弾等による被害の未然防止を図る。

達成すべき目標 平成15年の閣議決定等に基づき、国内における毒ガス弾等による被害の未然防止を図る。

施策の予算額・執行額等

別紙２


